
都道府県名 消防本部名
搬送困難事案件数（件） 比較（％） 救急出動件数（件） 比較（％）

今回 前週 前年
同期 対前週 対前年

同期 今回 前週 前年
同期 対前週 対前年

同期

北海道 札幌市消防局 53 50 52 +6% +2% 2,192 2,190 1,921 +0% +14%

青森県 青森地域広域事務組合消防本部 1 1 1 0% 0% 204 238 266 -14% -23%

岩手県 盛岡地区広域消防組合消防本部 17 17 17 0% 0% 391 362 372 +8% +5%

宮城県 仙台市消防局 41 90 51 -54% -20% 1,113 1,216 1,242 -8% -10%

秋田県 秋田市消防本部 0 1 0 皆減 － 264 238 203 +11% +30%

山形県 山形市消防本部 2 3 9 -33% -78% 219 200 262 +10% -16%

福島県 福島市消防本部 4 6 5 -33% -20% 236 292 297 -19% -21%

茨城県 水戸市消防局 8 18 22 -56% -64% 322 310 321 +4% +0%

栃木県 宇都宮市消防局 4 5 3 -20% +33% 469 554 490 -15% -4%

群馬県 前橋市消防局 1 1 0 0% 皆増 372 376 360 -1% +3%

埼玉県 さいたま市消防局 37 39 50 -5% -26% 1,498 1,555 1,619 -4% -7%

千葉県 千葉市消防局 53 85 -38% 1,215 1,265 -4%

東京都 東京消防庁 556 653 835 -17% -9% 16,824 17,724 17,430 -3% +7%

神奈川県

川崎市消防局 13 16 28 -19% -54% 1,553 1,689 1,657 -8% -6%
横浜市消防局 23 39 61 -41% -62% 4,088 4,271 4,559 -4% -10%
相模原市消防局 15 19 20 -21% -25% 777 808 808 -4% -4%

新潟県 新潟市消防局 1 1 1 0% 0% 800 849 886 -6% -10%

富山県 富山市消防局 0 2 0 皆減 － 427 400 422 +7% +1%

石川県 金沢市消防局 8 6 3 +33% +167% 416 441 445 -6% -7%

福井県 福井市消防局 0 0 0 － － 176 200 233 -12% -24%

山梨県 甲府地区広域行政事務組合消防本部 3 3 4 0% -25% 319 321 266 -1% +20%

長野県 長野市消防局 1 0 0 皆増 皆増 402 458 431 -12% -7%

岐阜県 岐阜市消防本部 1 2 1 -50% 0% 532 544 519 -2% +3%

静岡県
静岡市消防局 0 0 0 － － 804 827 876 -3% -8%
浜松市消防局 6 15 7 -60% -14% 675 793 741 -15% -9%

愛知県 名古屋市消防局 6 10 22 -40% -73% 2,842 2,753 2,901 +3% -2%

各消防本部からの救急搬送困難事案に係る状況調査（抽出）の結果（R8.６/１(月)～R8.６/７(日)分）

都道府県名 消防本部名
搬送困難事案件数（件） 比較（％） 救急出動件数（件） 比較（％）

今回 前週 前年
同期 対前週 対前年

同期 今回 前週 前年
同期 対前週 対前年

同期

三重県 四日市市消防本部 0 0 0 － － 294 295 293 -0% +0%

滋賀県 大津市消防局 0 0 0 － － 365 368 345 -1% +6%

京都府 京都市消防局 3 8 5 -63% -40% 1,729 1,840 1,884 -6% -8%

大阪府
大阪市消防局 30 50 80 -40% -63% 4,580 4,715 4,358 -3% +5%
堺市消防局 11 10 21 +10% -48% 1,194 1,239 1,292 -4% -8%

兵庫県 神戸市消防局 3 14 22 -79% -86% 1,484 1,570 1,619 -5% -8%

奈良県 奈良市消防局 3 0 2 皆増 +50% 447 415 486 +8% -8%

和歌山県 和歌山市消防局 0 0 3 － 皆減 407 369 413 +10% -1%

鳥取県 鳥取県東部広域行政管理組合消防局 0 0 0 － － 181 208 210 -13% -14%

島根県 松江市消防本部 0 0 0 － － 168 191 192 -12% -13%

岡山県 岡山市消防局 3 1 4 +200% -25% 699 672 688 +4% +2%

広島県 広島市消防局 39 30 53 +30% -26% 1,291 1,288 1,282 +0% +1%

山口県 下関市消防局 2 3 1 -33% +100% 302 298 299 +1% +1%

徳島県 徳島市消防局 7 6 5 +17% +40% 233 263 263 -11% -11%

香川県 高松市消防局 14 20 22 -30% -36% 466 489 431 -5% +8%

愛媛県 松山市消防局 0 3 1 皆減 皆減 529 529 538 0% -2%

高知県 高知市消防局 2 2 7 0% -71% 371 355 384 +5% -3%

福岡県
福岡市消防局 16 10 24 +60% -33% 1,727 1,784 1,619 -3% +7%

北九州市消防局 6 0 5 皆増 +20% 1,084 1,126 1,077 -4% +1%

佐賀県 佐賀広域消防局 1 0 1 皆増 0% 295 332 308 -11% -4%

長崎県 長崎市消防局 1 5 11 -80% -91% 466 514 521 -9% -11%

熊本県 熊本市消防局 12 18 25 -33% -52% 749 782 827 -4% -9%

大分県 大分市消防局 3 5 9 -40% -67% 452 427 490 +6% -8%

宮崎県 宮崎市消防局 9 9 10 0% -10% 393 420 373 -6% +5%

鹿児島県 鹿児島市消防局 0 3 4 皆減 皆減 658 642 609 +2% +8%

沖縄県 那覇市消防局 2 2 4 0% -50% 485 389 412 +25% +18%

合 計 1,021 1,196 1,596 -15% -36% 60,179 61,129 62,005 -2% -3%※１ 本調査における「救急搬送困難事案」とは、救急隊による「医療機関への受入れ照会回数４回以上」かつ
「現場滞在時間30分以上」の事案として、各消防本部から総務省消防庁宛て報告のあったものとしている。

        なお、これらのうち、医療機関への搬送ができなかった事案はない。
※２ 調査対象本部＝政令市消防本部・東京消防庁及び各都道府県の代表消防本部 計52本部
※３ 医療機関の受け入れ体制確保等に向け、厚生労働省及び都道府県等と状況を共有。
※４ 本表における今回及び前週の件数は、速報値である。

【参考】
前 回 合 計 1,196 1,103 1,476 +8% -19% 61,129 60,405 57,634 +1% +6%

R8.6.9
総務省消防庁

※５ 本調査には保健所等により医療機関への受入れ照会が行われたものは含まれない。
※６ 千葉市消防局については、システム改修のため、集計対象外としている。(R8.5.11~R8.5.31)
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※５ 本調査には保健所等により医療機関への受入れ照会が行われたものは含まれない。
※６ 千葉市消防局については、システム改修のため、集計対象外としている。(R8.5.11~R8.5.31)
                   救急搬送困難事案数(R8.5.11~R8.5.31)                   救急出動件数(R8.5.11~R8.5.31)

※１  本調査における「救急搬送困難事案」とは、救急隊による「医療機関への受入れ照会回数
４回以上」かつ「現場滞在時間30分以上」の事案として、各消防本部から総務省消防庁あて報
告のあったもの。なお、これらのうち、医療機関への搬送ができなかった事案はない。

※２ 調査対象本部＝政令市消防本部・東京消防庁及び各都道府県の代表消防本部 計52本部
※３ 医療機関の受入れ体制確保に向け、厚生労働省及び都道府県等と状況を共有。
※４ この数値は速報値である。

各消防本部からの救急搬送困難事案に係る状況調査（抽出）の結果（各週比較） R8.6.9
総務省消防庁
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